
 

 

関係人口創出事業委託業務に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 業務名 

関係人口創出事業委託業務 

 

２ 業務の内容 

別紙「関係人口創出事業委託業務仕様書」に記載のとおり 

 

３ 履行期間 

契約締結日の翌日から令和８年３月２７日まで 

 

４ 事業費限度額 

１，３６２千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

５ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加する事業者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。  

なお、本プロポーザルに参加する事業者は、竹原市物品調達等及び委託役務入札参加資格者名簿に

登録されているものとする。ただし、参加表明書提出期限までに入札参加資格審査申請書の提出をし

ているものも含む。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

⑵ 納付すべき市税、消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成２６年法律第７９号）第２条第６号に規

定する暴力団員が役員又は代表者として若しくは実質的に経営に関与している法人等、その他暴力

団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している法人等に該当する法人等ではないこ

と。 

⑷ 竹原市競争入札参加者除外の基準及び適用区分に関する規程及び竹原市建設業者等指名除外要

綱の各規定による指名除外を受けていない者であること。 

⑸ 会社更生法、民事再生法等に基づき更生又は再生手続きをしている法人等ではないこと。 

⑹ 令和元年以降、他自治体において、同種・類似業務の実績を有していること。 

 

６ スケジュール 

  本プロポーザルの実施スケジュールは、次のとおりとする。 

 項目 期日または期限 

１ 公募開始 令和７年３月２７日（木） 

２ 質問書提出期限 令和７年４月２日（水）１７時（必着） 

３ 質問書回答 令和７年４月３日（木） 

４ 参加表明書提出期限 令和７年４月９日（水）１７時（必着） 

５ 参加資格審査結果通知 令和７年４月１０日（木） 

６ 企画提案書提出期限 令和７年４月１７日（木）１７時（必着） 



 

 

７ プレゼンテーション選考日 令和７年４月２４日（木）※予定 

８ 審査結果通知 令和７年４月２５日（金）※予定 

 

７ 質問及び回答 

⑴ 提出先 

竹原市役所企画部企画政策課（竹原市役所本庁舎３階）   

担当：川本 

（〒725-8666 広島県竹原市中央五丁目６番２８号） 

電 話：0846-22-0942 

メール：kikaku@city.takehara.lg.jp 

⑵ 質問 

質問書（様式第１号）により電子メールより提出すること。 

⑶ 提出期限 

令和７年４月２日（水）１７時（必着） 

⑷ 回答 

令和７年４月３日（木）までに竹原市ホームページにて回答する。 

 

８ 参加表明書等の提出 

⑴ 提出書類 

参加を希望する者は、次に掲げる書類を各１部提出すること。 

ア プロポーザル参加表明書（様式第２号） 

イ 業務履行実績調書（様式第３号） 

ウ 登記簿謄本又は登記事項全部証明書（写し可） 

エ 市税の滞納がない証明書（写し可、竹原市に納税義務がある場合） 

オ 国税通則法施行規則（大蔵省令昭和３７年第２８号）別紙第９号書式（その３又はその３

の３）による納税証明書（消費税及び地方消費税に係るもの）（写し可） 

カ 委任状（様式第４号） 

（契約締結に関する権限を支店長、営業所長等に委任する場合に提出すること。） 

⑵ 配布場所 

竹原市ホームページ（http://www.city.takehara.lg.jp/） 

⑶ 提出先 

竹原市役所企画部企画政策課 （竹原市役所本庁舎３階） 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送 

⑸ 提出期限 

令和７年４月９日（水）１７時（必着） 

⑹ 中途の参加辞退 

参加表明書提出後に参加を辞退する場合は、プロポーザル参加辞退届（様式第５号）を持参又

は郵送により、担当部署に提出すること。 

 



 

 

 

９ 参加資格要件の審査結果の通知 

⑴ 参加資格要件の審査結果は、令和７年４月１０日（木）に事業者へ通知する。 

⑵ 前項の通知は、参加資格審査結果通知書により行う。 

 

１０ 企画提案書等の作成 

⑴ 企画提案書の規格及び構成 

ア 企画提案書の表紙に「関係人口創出事業委託業務に係る企画提案書」及び提案者名を記載

すること。 

イ 形式は、Ａ４用紙（Ａ３用紙をＡ４サイズに折り込むことも可）、横書き、両面印刷、左綴

じとし、文字の大きさは１０．５ポイント以上とする。 

ウ 言語は日本語とし、記述内容はできるだけ平易な用語を用い、専門用語のみの記載は避け

ること。やむを得ず専門用語や略語などを使用する場合には、説明書きを付すなど工夫する

こと。 

⑵ 企画提案書の構成及び記載内容 

ア 企画提案書は、別紙「関係人口創出事業業務委託仕様書」の内容を踏まえ、「企画提案書記

載項目一覧」の項目を記載することとする。 

イ 「企画提案書記載項目一覧」で指定する項目以外に独自のノウハウやその他提案すべきこ

とがあれば、追加して記載してもよい。 

⑶ 見積書及び見積内訳書 

ア 見積書の様式は任意とする。 

イ 見積書とは別に見積内訳書を作成し、積算内容がわかりやすいものを提出すること。見積

内訳書の様式は任意とする。 

⑷ 業務スケジュール表 

ア 業務スケジュール表の様式は任意とする。 

イ 業務スケジュール表には、業務完了までのおおまかなスケジュールを明記すること。 

⑸ 企画提案書記載項目一覧 

№ 提案依頼項目 提案書への記述内容 

１ 業務実績 ・本業務と同種・類似業務の実績が十分備わっているか。 

・過去の類似業務の請負実績を本業務に反映できるか。 

２ 業務体制 ・事業者の体制、管理責任者が明確化され、適切な人員配

置が行われているか。 

３ スケジュールと役割 ・確実に実施・履行する組織体制となっているか。 

・事業者の体制、管理責任者が明確化され、適切な人員配置

が行われているか。 

４ 

 

業務の実施方針 ・業務目的を十分に理解しており、目的の達成が期待でき

るか。 

５ おてつたび運営業務 ・農家等と地域との継続的な関係性を構築するための効果

的な提案がなされているか。 



 

 

７ 見積金額 ・有効な提案価格のうち最低価格／提案価格×１０（満

点）※小数点以下を切捨てとする。 

 

１１ 企画提案書等の提出 

⑴ 提出書類 

次に掲げる書類を正本１部及び副本５部（合計６部）印刷し、Ａ４サイズのファイル等に綴じる

こと。 

ア 企画提案書 

イ 見積書 

ウ 見積内訳書 

エ 業務スケジュール表 

⑵ 提出期限 

令和７年４月１７日（木）１７時（必着） 

⑶ 提出先 

竹原市役所企画部企画政策課 （竹原市役所本庁舎３階） 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送 

 

１２ 企画提案書の審査 

⑴ 審査方法 

提案の審査は、関係人口創出事業委託業務選定委員会（以下「選定委員会」とする。）において、

提出書類・プレゼンテーションの内容について、評価基準書に基づき総合的に審査する。 

⑵ プレゼンテーションの実施 

ア 実施日 ：令和７年４月２４日（木）※予定 

      ※実施時間については、別途通知する。 

    イ 時間配分：３０分程度(プレゼンテーション２０分、質疑応答１０分程度) 

    ウ 留意事項：プレゼンテーション出席者は３名以内とする。 

⑶ 評価基準 

別紙「評価基準書」記載のとおり。 

⑷ 業務委託候補者の決定方法 

ア 選定委員会において各委員が企画提案書を審査し、合計した総得点が最も高い提案者を本

委託業務の候補者とする。なお、合計した総得点が同点の場合は、同委員会の採決により決

定する。 

イ 評価点の合計の６割を最低基準点とし、各委員の評価点を合算した値を同委員数で除した

値が最低基準点に満たない者は選外とする。 

ウ 提案者が１者のみの場合であっても審査を行い、最低基準点を満たしていれば業務委託候

補者として選定する。 

⑸ 審査結果の通知方法及び通知予定時期 

企画提案書類提出者全員に審査結果を通知する。審査結果は、本プロポーザル終了後に竹原市

ホームページに掲載する。 



 

 

 

１３ 業務の契約手続き 

⑴ 業務委託候補者と市とで委託内容等の協議を行い、委託上限額の範囲内で契約を締結する。 

⑵ 業務委託候補者と契約締結できない場合は、次順位者を候補者とする。 

 

１４ 企画提案等の無効 

次のいずれかに該当する場合は、企画提案を無効とする。 

⑴ 期限までに所定の手続きをしなかった場合。 

⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合。 

⑶ 会社更生法などの適用を申請するなど、業務の遂行が困難な状況に至った場合。 

⑷ 選定委員会の委員又は関係者に本企画に対する助言を求めたなど、審査の公平性を害する行為

があった場合。 

⑸ 提案にあたり著しく審議に反する行為等、選定委員会の委員長が無効であると認めた場合。 

 

１５ その他 

⑴ 本プロポーザルに要する一切の費用は、参加者の負担とする。 

⑵ 本プロポーザルに係る提出書類等は返却しない。 

⑶ 手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨、単位は日本の標準時及び計量法に

よるものとする。 

⑷ 本プロポーザルに係る提出書類等の追加・修正・差し替えは認めない。ただし、審査に必要と

認められる場合は、市から資料の追加提出を求めることがある。 

⑸ 提出書類に含まれる著作物の著作権は提案者に帰属する。ただし、事業者選定の結果公表等に

おいて本市がこの事業に関し必要と認められる用途については、提案者は、その一部又は全部

の無償使用について許可しなければならない。 

 


